
 

産業競争力強化法（抄） 

（平成二十五年法律第九十八号） 

 

制定 平成 26 年１月 20 日 

平成 25 年法律第 98 号 

最終改正 平成 30 年５月 30 日 

平成 30 年法律第 33 号 

 

（定義） 

第二条 この法律において「産業競争力」とは、産業活動において、高い生産

性及び十分な需要を確保することにより、高い収益性を実現する能力をい

う。 

５ この法律において「新事業開拓事業者」とは、新商品の開発又は生産、新

たな役務の開発又は提供、商品の新たな生産又は販売の方式の導入、役務の

新たな提供の方式の導入その他の新たな事業活動を行うことにより、新たな

事業の開拓を行う事業者（新たに設立される法人を含む。第八項において同

じ。）であって、その事業の将来における成長発展を図るために外部からの

投資を受けることが特に必要なものその他の経済産業省令で定めるものをい

う。 

10 この法律において「経営資源」とは、知識及び技能並びに技術、設備、情

報システムその他の事業活動に活用される資源をいう。 

20 この法律において「特定事業活動」とは、自らの経営資源以外の経営資源

を活用し、高い生産性が見込まれる事業を行うこと又は新たな事業の開拓を

行うことを目指した事業活動をいう。 

 

（調査等） 

第四十八条 政府は、事業者による事業再編の実施の円滑化のために必要があ

ると認めるときは、次に掲げる調査を行い、その結果を公表するものとす

る。 

二  国内外における経営資源活用の共同化（研究若しくは開発を行うため

の施設若しくは設備を共同して整備すること又は情報システムを共同して

構築することその他の事業者が経営資源を有効に組み合わせることをい

う。）に関する調査 

 


